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建設産業情報（最近の動向） 
 
 
在外公館名   中国大使館         
 
記入日   2013 年 10 月分     
 
 
１．現地の建設工事に係る経済情報 

 
  資料名：中国都市固定資産投資（2013 年 1 月-10 月累計） 

(Investment in Fixed Assets (Excluding Rural Households) for January to October 
2013 ) 

URL：http://www.stats.gov.cn/english/pressrelease/t20131112_402931120.htm 
 
２．建設業制度、入札契約制度の改正動向 
  該当なし 

 
３．報道情報 

 タイトル、概要 日付/掲載紙 添付

 
１ 

中国冶金科工集団、インドネシア保障性住宅プロジェクト

を契約：10 月 3 日、中国・インドネシアビジネスランチに

おいて、中冶海外工程有限公司とインドネシア PERUMNAS

会社のジャカルタ保障性住宅プロジェクト協力契約を含

む多数のビジネス協力契約が締結された。習近平・中国国

家主席とスシロ・インドネシア大統領も出席した。契約し

たジャカルタ保障性住宅プロジェクト協力書は、今後 3～5

年間、中冶海外工程有限公司はインドネシア PERUMNAS 会

社と協力し、ジャカルタ地域保障性住宅プロジェクトを共

同開発する予定である。 

2013 年 

10 月 9 日 

中国冶金科工

集団有限公司

プレスリリー

ス 

 
なし 

 
２ 

中国スマートシティ産業連盟が成立：10 月 10 日、工業情

報部の指導・支援の下で、中国スマートシティ産業連盟が

北京で発足した。中国スマートシティ産業連盟は中国電子

商会、中国航天科工集団、中国航天科技集団など国内の百

余りの大中企業、機構、研究院によって設立されたもので

ある。連盟設立後、中国国情に合う統一のスマートシティ

製品・技術基準とサービス基準及び評価体系の制定を推進

する予定である。 

2013 年 

10 月 10 日  

新華網 

なし 
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３ 

中国建築、韓国釜山で 97 億元のプロジェクトを受注：10

月 17 日、中国建築は韓国釜山 LCT 会社との間で海雲台 LCT

総合体プロジェクト工事総請負契約を締結した。契約金額

は 97 億元（税抜き）であった。海雲台 LCT 総合体プロジ

ェクトは総延べ床面積が 86 万平方メートルで、3 つのタワ

ービルと附属建物によって構成される。メインタワーの高

さは 411ｍであり、プロジェクト完成後、釜山市最高層ビ

ルかつランドマーク建築になる見込みである。 

2013 年 

10 月 21 日 

中国建築工程

総公司プレス

リリース 

 
なし 

 
４ 

中国石油天然気集団、連合体方式で世界最大の海底油田プ

ロジェクトを受注：ブラジル石油会社、オランダのシェル

石油、フランスのトタル、中国石油天然気集団公司、中国

海洋石油有限公司によって構成される連合体はブラジル

東南部海域における海底岩塩下層油田プロジェクトを受

注した。世界最大の海底油田であり、受注採掘権の有効期

間は 35 年である。 

2013 年 

10 月 23 日 

中国新聞網 

 
なし 

 
５ 

中国鉄建股份有限公司、四川省の 155 億元の高速道路プロ

ジェクトを受注：中国鉄建所属の中国鉄建投資有限公司、

中鉄二十局集団有限公司によって構成される連合体は成

都経済区環状高速道路簡陽～蒲江区間 BOT プロジェクトを

受注した。受注した区間延長は 127.437km で、往復 6 車線

になっている。プロジェクトについて、工事期間は 3 年で

概算工事費は 155.76 億元である。 

2013 年 

10 月 25 日 

中国証券網 

 
なし 

 
６ 
 

国務院、会社登録資本金制度を改革：10 月 25 日、李克強・

国務院総理は国務院常務会議を主催し、会社登録資本金制

度改革の推進を強化することを決めた。会議では登録資本

金登記条件が緩和され、法律法規が別途規定する場合を除

いて、有限責任会社最低登録資本金 3万元、一人有限責任

会社最低登録資本金 10 万元、株式有限会社最低登録資本

金 500 万元の制限を取り消すこととなった。 

2013 年 

10 月 28 日 

中国証券網 

 
なし 

 
７ 

中国建築設計研究院、日建設計と全面協力へ：10 月 25 日、

中国建築設計研究院は日建設計と戦略協力協議書を締結

し、双方が都市開発、建築設計、環境技術、監督管理技術、

中日共同科学研究などの分野で全面的に協力する見込み

となった。 

2013 年 

10 月 30 日 

中国建築設計

研究院プレス

リリース 

 
なし 

 
４．その他我が国建設業界にとって参考となりうる最近の動向（報道情報以外）  
 該当なし 

 


